
 
 
 
 
  §３ 情報通信産業の振興と 

既存産業の IT化  
 
 
 

 地域経済が今後も持続的に発展していくた

め、情報通信産業を振興するとともに、産業

分野に積極的にＩＴを活用し、産業の活性化

に努めます。 

 

１ 情報通信産業の振興・新産業の育成 

・ 情報通信産業の振興 

・ 情報系ベンチャー企業の育成・新ビジネス展開の促進 

・ 人材の育成・確保 

 

２ 既存産業のＩＴ化 

・ 商工業のＩＴ化の促進 

 ・ 農林水産業のＩＴ化の促進 



１ 情報通信産業の振興・新産業の育成 

（１） 情報通信産業の振興 

 

 

 

 

 

 

 

＜目 標＞ 

コンピュータ、ソフトウェアなどのＩＴのめざましい進歩や社会、産業経済のあらゆる分野へ

の浸透、さらには、それらを支える情報通信ネットワークの発達・普及といった潮流を踏まえ、

この地域に、その重要な担い手となる情報通信産業の集積を築き、基幹産業の一つとして発

展させていきます。 

 

【現状と課題】 

近年のＩＴ化の動向は、半導体などのハード関連部門の落ち込みに対し、ソフトウェア、通信な

どの情報サービス業は依然として堅調で、今後も成長が期待されています。また、企業等のＩＴ

投資も、ハードウェアの整備からソフトウェア等の整備に移りつつあります。 

本県の情報通信産業の集積状況を統計的に見ると、経済規模に比べ、ハード、ソフトとも高い

とは言えませんが、輸送機器産業を中心としたモノづくり産業に、半導体、ソフトウェアなど情報

通信技術が相当部分内製化しており、今後、その傾向は更に高まると考えられます。  

また、中堅、中小企業の中には、それぞれの技術力を生かして、パソコン周辺機器や半導体

関連部品など特色ある事業を展開するものもみられます。このため、モノづくり産業の集積地域

という特色を最大限に生かし、情報通信技術との融合による既存産業の高付加価値化を図りな

がら、情報通信産業の発展・集積を目指す必要があります。 

ソフトウェア、コンテンツの分野については、東京一極集中構造となっており、この地域の企業

は受託開発型の仕事が中心で、企画提案型の開発は相対的に少ない状況にあります。今後、

技術面、人材面での機能強化を進めながら、企画提案能力の向上を促していく必要がありま

す。 

また、ＩＸ（インターネット・エクスチェンジ）などの情報通信基盤施設も、現状では、ほぼ東京一

極集中構造にあります。本県の情報通信産業集積の核としていくためにも、こうした情報通信基

盤施設を本県内に整備することが重要になります。 

 

【施策の展開】 

○ 地元企業を中心とした*産学連携コンソーシアムの提案公募に対して研究・開発の機会を

提供する「産学提案型情報技術活用先進システム構築事業」の充実をする中で、産学行政

の交流・連携の仕組みを強化し、企業の技術力・企画提案力の向上を図っていきます。 

○ モノづくりの技術やノウハウと情報通信技術の融合を一層強めていくため、ＩＴものづくり研

修（３次元*ＣＡＤ／ＣＡＭ研修）の充実による人材養成を行うとともに、本県試験研究機関

による研究成果普及や技術指導を充実していきます。 

○ 行政、地域社会、企業など様々な分野でのＩＴ活用を進めていく中で、ソフト・コンテンツの

潜在的な需要を喚起し、それによって地域企業の企画提案力、技術力・ノウハウが向上す

るといった好循環を生み出していきます。 

○ 愛知県ＩＴＳ推進協議会を中心に、地域内においてＩＴＳの実証実験や実用化を進めてい
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く中で、本県へのＩＴＳ関連産業の集積を図ります。 

○ 地域の産業技術資産のデジタル化・データベース化を図る*デジタルアーカイブに関して

は、県内を拠点としている関連団体、行政機関、産学有識者等が一体となり、普及啓蒙、技

術向上、地域産業への展開、新しい事業創出を図るための検討を行っていきます。 

○ 優遇税制の創設により誘致施策を拡充するとともに、高度先端産業立地促進補助金やト

ップセールスの実施などにより、企業誘致活動を強化します。 

○ 情報通信産業集積の核ともなるＩＸなど情報通信基盤施設を本県内へ整備していくため、

関係事業者等の調整を進めつつ、受入れの環境整備を進めていきます。 

 

情報通信産業の振興のイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報通信 
産業の振興 

新産業の 
創出・育成 創創出出・・育育成成

新新産産業業のの  

情情報報通通信信  
産産業業のの振振興興  

情報通信産業の集積 
（基幹産業化） 

モノづくり産業の既存集積 

インキュベータの整備、ソフト支援の展開 

集
積
の
形
成 

環
境
の
整
備 

市
場
の
創
出
・拡
大 

技
術
力
、
企
画
・提
案
力
の
強
化 

能力ある中小・ベンチャーの公正な受注機会を

確保する仕組みの検討 

Ｉ Ｘ など情報通信基盤の充実・強化 

モノづくりと情報技術との融合を促進 

インセンティブの付与による企業誘致活動 

高度な情報技術者などの人材育成 

取組みの場・機会の提供、産学連携の強化 

ＩＴ企業の発展段階に応じ、資金・経営・技術・マ

ーケティング・人材・交流・情報提供等 多様な

施策ツールを総合的に投入 

様々なレベルでの情報利活用を進め、地域企

業の技術力・ノウハウ向上の好循環の創出 

 

【スケジュール】 

項   目 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 

優遇税制の実施(産業

立地促進税制)等によ

る企業誘致活動の強化 

  優

誘

 

 

 

 

 遇税制の創設、 
致活動の強化 
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（２） 情報系ベンチャー企業の育成・新ビジネス展開の促進 

 

 

 

 

 

＜目 標＞ 

本県の産業競争力を向上させ、中長期的に持続的な成長を実現するため、情報系ベンチ

ャー企業の育成や、既存企業のＩＴ分野への新たな事業展開の促進を支援していきます。 

 

【現状と課題】 

全国、本県ともに開業率が低下傾向にあり、近年では廃業率を下回る状況も現われるなど、

産業活力の停滞が懸念されていますが、今後、中長期的に持続的な発展を遂げていくために

は、積極的な創業支援やベンチャー企業の育成、及び 既存企業の新たな事業展開を促進して

いく必要があります。 

こうした中にあって、情報通信関連分野、とりわけインターネット関連ビジネス分野などでは、

近年新規創業の著しい増加傾向が続き、今後も堅調な推移が見込まれていることから、今後の

成長について有望な分野と言えます。本県の実態をみても、情報通信関連分野の事業所数が

名古屋市都心部を中心として急速に増えてきています。このような動向を的確に捉え、新事業の

支援・育成を行うことで、情報通信産業の振興を図っていく必要があります。 

一方、ＩＴを活用した新しい就労形態である*ＳＯＨＯ等が進展していることから、その実態把握

や支援のあり方等について検討を進める必要があります。 

また、国においても、コンテンツクリエイターをはじめとする情報系ベンチャーの起業を重点的

に育成・支援したり、また、大学の研究の中で生まれた技術を活用した「大学発ベンチャー」を３

年間で１，０００社起業させるとの目標を明示するなどの積極的な取組を進めています。本県に

は、相当規模の都市機能の集積や、工学系・情報系の学部を有する大学も多く存在するなど、

情報系ベンチャーや新規事業展開が輩出されるポテンシャルは相当高いものと考えられること

から、こうしたポテンシャルを引き出すための環境整備やソフト支援を推進していく必要がありま

す。 

 

【施策の展開】 

○ 愛知県中小企業支援センターを中心とした産学行政の連携の下、ベンチャー支援を行う

各機関が有する施策を結集・ネットワーク化し、研究開発から事業化までのベンチャー企業

の各発展段階に応じて、資金・経営・技術・マーケティング・人材・交流・情報提供等多様な

支援メニューを総合的かつ効果的に投入していきます。 

○ インターネット関連ビジネスやコンテンツ産業などの都市型情報産業の創業支援・育成を

図るため、都市内の遊休施設等を活用して*インキュベート施設「ＩＴベンチャーハウス（仮

称）」の整備を行うとともに、*インキュベータマネージャー（ＩＭ）によるソフト面での支援を展

開します。 

○ 能力ある中小企業やベンチャー企業の受注機会を増やすとともに、安値落札や知名度を

もとにした発注を避けるためにも、国の情報システムに係る政府調達制度の見直し（ソフトウ

ェア開発プロセス改善・評価指標の導入等）の検討状況を踏まえつつ、本県におけるその

導入について検討していきます。 
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支  援  策  の  一  覧 

事業（実施機関） 主な支援内容 

愛知県中小企

業支援センタ

ー 

⇒ 

⇒ 
⇒ 

民間マネージャーの積極的な活用により、経営技術診断・助言などの窓口相談、民

間の専門家派遣事業の強化。 

事業可能性評価委員会による事業化可能性の評価を実施。 

企業間や支援機関とのネットワークづくりのための交流会や、ビジネスプラン作成セミ

ナー等 

総 

合 

支 

援 地域中小企業

支援センター 

⇒ 

⇒ 

センターに配置されたコーディネーターによる相談事業や専門家の派遣によるアド

バイスの実施。 

販路開拓などの調査研究、情報収集・提供などの充実。 

インキュベート施設

の整備 

⇒ 

⇒ 
⇒ 

県の遊休施設（旧 新栄県税事務所）を活用した「ＩＴベンチャーハウス（仮称）」の整

備、及びインキュベータマネージャーによる支援事業の展開。 

愛知県中小企業支援センター内に創業前の起業家支援ブースの設置。 

地域の遊休スペースを活用したインキュベート施設の創出促進。 

情報システム調達に

係る能力評価 

⇒ 国の検討状況を踏まえた本県での具体的導入の検討。県内市町村や企業への普及

に係る研究。 

 

 

【ＩＴベンチャーハウス（仮称）のイメージ図】 

 

ベンチャー企業 

ＩＴ

携 

 

愛
知
県
新
事
業
創
出
地
域
プ
ラ

●愛知県中小企業支援 
センター 

●県試験研究機関 

●[財]科学技術交流財団 

●商工会議所・商工会 

●(株)ｻｲｴﾝｽ･ｸﾘｴｲﾄ 

【スケジュール】 
項  目 14 年

ＩＴｲﾝｷｭﾍﾞｰﾀ

の整備・運営 

 

 

施設整備 

 

 

ベンチャーハウス（仮称） 

度 15 年度 

  

施
支援事業の展開 開所 
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連 
ッ ●雇用能力開発機構 

ト
ホ
ー
ム 

愛知センター 

●(株)名古屋ｿﾌﾄｳｪｱｾﾝﾀｰ 

などの29機関で構成 

16 年度 17 年度 

 

（拡張整備） 設拡張の検討 



（３） 人材の育成・確保 

 

 

 

 

 

 

＜目 標＞ 

情報通信産業の発展とＩＴを活用した既存産業の高度化を担う専門的な人材の育成を進め

ます。その際、この地域に不足している高度なソフトウェア技術者やコンテンツクリエイターな

どの育成を重視していきます。 

 

【現状と課題】 

本県の情報サービス業界においては、高度な専門技術者である「コンサルタント」、「プロジェ

クトリーダ」「ネットワーク技術者」などが、かなり不足していることが指摘されています。今後、本

県の情報サービス企業が、地域の潜在需要を掘り起こしつつ、企画開発型の事業展開を強化し

ていくためには、こうした人材の養成が必要です。 

また、インターネットの普及、ブロードバンド化の進展、放送のデジタル化等を背景として、今

後、多様なコンテンツ需要が見込まれますが、こうした機会を捉えて情報通信産業を振興させて

いくためには、コンテンツクリエイターなどの育成や、彼らが活躍するための環境整備が必要と

なっています。 

 

【施策の展開】 

○ (株)名古屋ソフトウェアセンターなど情報通信関連の既存研修機関を活用し、今後需要が

高まる高度なソフトウェアの開発や総合的な*システム・インテグレーション（ＳＩ）を設計・開

発できる高度な技術者を育てていく研修を充実・強化していきます。 

○ 高等技術専門校においても、情報通信関連技術の取得に向けたカリキュラムの充実を図

ります。 

○ 県試験研究機関等を活用し、技術開発面等の支援に加え、３次元ＣＡＤ／ＣＡＭなどの

実践的な研修を充実していきます。 

○ 本県の「情報システムに係る調達制度の見直し（ソフトウェア開発プロセス改善・評価指標

の導入等）」の導入に向けた検討の中で、国家資格等についても評価指標に盛込むなど、

地元企業内における資格認定者を増やしていくような誘導策についても検討していきま

す。 

○ 県立大学情報科学部の大学院設置（１４年度）など 高等教育機関の充実に努め、即戦力

となる高度な情報システム技術者の育成に努めます。 

○ 大学と企業の密接な連携の下で*インターンシップを促進していき、様々な実体験を通し

て次代の産業を担う若者の情報利活用能力を高めるとともに、この地域の企業への就職と

起業家精神の醸成を図っていきます。 

○ 「産学提案型情報技術活用先進システム構築事業」により、ソフトウェア・コンテンツ制作な

どを担う創造的人材に対して、企画提案や研究開発の機会の提供をしていきます。 

○ コンテンツ産業分野については、企業と県内の芸術系大学とのマッチング、専門学校等

におけるカリキュラムの充実を促しながら、コンテンツ関連企業の技術力向上と、企画・提案

能力に優れたプロデューサーやクリエイターの育成を促進していきます。 
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○ *ジャパン･デジタル･アニメーション･フェスティバル（ＪＤＡＦ）の開催支援を行うとともに、

受賞者等をクリエイターとして育成していくためのサポート体制や活躍の場の提供について

検討していきます。 

○ インキュベート施設の入居企業に対して、ビジネスマッチングや販路開拓のためのプレゼ

ンテーションの場を提供するなどにより、地域内でのネットワークを確立し人材の定着を図

っていきます。 

 

 

人材育成と情報通信産業の集積・発展のイメージ図 

 

連
携
促
進 

高等教育機関の質的充実 

ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの活性化 

高度な技術者の養成研修 

高度技術の資格認定者へのインセンティブ 

技術支援・実践的指導 

取組みの場・機会の提供 

インキュベートによる支援・定着 

 

 

 

 

【

 

 

スケジュール（機会提供事業）】 
項  目 14 年度 15 年度 16 年度 17 年度 

ＪＤＡＦの開催 
● 
開催 

● 
開催（万博会場内） 

  （受賞者等の活躍の場の検討）  （受賞者等の活躍の場の検討） 
産学提案型情報技術

活用先進ｼｽﾃﾑ構築事

業（公募型事業） 

    

事業の見直し 
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企画提案・研究開発機会の提供 



２ 既存産業の IT 化 

（１） 商工業のＩＴ化の促進 

 

 

 

 

 

 

 

＜目 標＞ 

企業活動においてＩＴ革命に対応していくことは、事業の効率化や生産性の向上、ビジネス

機会の拡大など新たな可能性を生み出していくものであり、産業新生のためには極めて重要

です。そのため、ＩＴ革命への対応が遅れ気味である中小企業等の積極的なＩＴ化の促進を

図っていきます。 

 

【現状と課題】 

既存産業においては、社内業務のシステム化や、生産・物流・流通・販売など一連の企業活

動に関わる情報化・ネットワーク化などが大企業を中心に進みつつありますが、こうした動きを産

業界全体へ波及させていく必要があります。 

とりわけ 対応が遅れ気味の中小企業の情報化については、「ｅ－Ｊａｐａｎ重点計画」及び「中

小企業ＩＴ化推進計画（１３年４月中小企業庁策定）」においても、平成１５年度末において、中小

企業のおおむね半数程度がインターネットを活用した電子商取引等を実施できることなどの目

標設定もされており、本県としても、こうした基準以上の達成ができるような取組が求められてい

ます。 

また、本県では申請・届出等手続きや調達手続の電子化などを実現する電子地方政府の構

築が進められており、将来、企業と行政のやりとりがオンラインで行われるという点からも、中小

企業等の積極的なＩＴ化の促進を図る必要があります。 

さらに、既存産業のＩＴ化を促進することで、地元情報通信産業の市場ともなるべき潜在需要

を顕在化させていくことも期待されています。 

しかしながら、中小企業等の現状は、ＩＴ化に対応できる人材が不足していることなどから、企

業のＩＴ化の支援が行える人材（平成１３年に創設された*ＩＴコーディネータ制度による資格保有

者等）の育成を促進し、積極的な活用を図ることが必要です。 

 

【施策の展開】 

○ 愛知県中小企業支援センターにおいて、商工会、商工会議所、中小企業団体中央会等

との緊密に連携しながら、経営者の視点から企業のＩＴ化を支援する専門家（ＩＴコーディネ

ータ）を配置し、中小企業の経営革新やＩＴ導入のための相談、アドバイス等を行います。 

○ 愛知県産業情報センターにおいて、ＩＴを活用した経営革新や経営向上など、ＩＴに関す

る実践的なセミナー・研修事業を開催するとともに、中小企業の経営情報化を促進するため

の情報収集・提供、相談、情報ネットワーク構築の支援を充実します。また、ＩＴを活用して

経営革新に成功した中小企業の事例紹介を行います。 

○ 愛知県産業技術研究所において、ものづくり技術のＩＴ化の研究開発やその成果及及び、

インターネットも活用した技術相談・指導を充実していきます。また、３次元ＣＡＤ／ＣＡＭシ

ステムを活用した実践的な研修の充実を図っていきます。 

○ 中小企業の合理化・効率化、ネットワーク化を進めるため、国や地域の産学行政が連携し、
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電子商取引についてのソフトウェア・システム開発、モデル実験等を促進します。 

○ 企業が情報化を図る場合の資金支援として、本県の融資制度（企業活性化資金（ＩＴ導

入））の活用を促進していきます。 

○ 既存商店街を中心とした地域を紹介するホームページの作成支援を行います。 

○ 場所や人材、ビジネスパートナー、特許、行政の支援策など、経営に関する情報提供を

拡充するとともに、中小企業の経営資源情報のデータベース化及びネットワーク形成を推

進し、地域の中小企業者に向けたポータルサイトを整備します。 
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マシニングセンタ
安田工業製YBM-640V工作機械による製品加工 

ＣＡＤ・ＣＡＭ装置を利用した 
三次元設計システム インターネット

上で常時監視 

加工品 

 

 

 

【スケジュール】      

 項  目 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 
中小企業の IT 化

の促進 
 

     

愛知県産業情報セ

ンター 
  

 
 

   

企業の IT 化支援の充実 

経営情報化の指導・情報提供の拡充 

 



（２） 農林水産業のＩＴ化の促進 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜目 標＞ 
社会のＩＴ化が進展するなか、農林水産分野においても、ＩＴの活用は、生産・経営・流通の

効率化や高度化を促す有効な手段になっています。特に、インターネットの双方向性は、生

産者が必要に応じて様々な営農技術情報を入手したり、消費者ニーズを把握するのに利用

できるばかりでなく、消費者にとってもネット通販による産地直売等を通じて商品選択の幅が

拡がるなど、多面的に活用することが可能であり、ゆとりと活力ある農林水産業の確立に役立

つものであると考えられます。 
このようなＩＴの有効性を認識して、生産者・消費者のニーズに即した幅広い情報の受発信

や、生産技術など農林水産業の様々な分野におけるＩＴ活用への支援等を通じ、農林水産業

のＩＴ化を推進します。 
また、農林水産分野におけるＩＴ化は、これまで拡大する一方であった都市部と農山漁村

の情報格差を是正し、地域社会の再生・活性化を促進する役割を果たすものとして期待され

ています。地域のニーズを的確に捉え、国の施策や補助制度等を有効に活用しながら、農

山漁村地域のＩＴ基盤の整備を進めます。 

【現状と課題】 
農林水産分野における活用状況については、農林水産省が平成１３年４月に策定した「２１世

紀における農林水産分野のＩＴ戦略」において、①ＩＴインフラ整備の遅れ、②利用可能なコンテ

ンツ、アプリケーションの不足、③情報リテラシーの遅れ、④ＩＴ時代に対応した制度への改善、

という四つの問題点が指摘されています。 

 このような状況は、本県の農林水産業分野においても同様であると考えられます。 

 本県ではこれまで、国の補助事業活用による地域に応じたＩＴインフラの整備、インターネット

等による営農技術情報等の提供、流通等に関する情報システムの構築など、農林水産分野に

おけるＩＴ関連の施策を実施しております。また、関係する団体においても、農業協同組合が合

併による運営基盤の強化を図る中で、農業者の営農を支援する情報の管理・提供やインター

ネット・バンキングを始めとする利便性の向上等ＩＴ基盤の整備に努めるなど、独自の取組がなさ

れています。こうした取組の状況を踏まえつつ、今後とも一層ＩＴ化を充実させる必要性は高いも

のと認識しています。 

 特に、食の安全性に関わる問題に社会の関心が高まり、農畜水産物の生産・加工から流通・販

売に至る一連のフードシステム全体で、食品の安全性立証が求められている昨今、ＩＴを活用し

た食品の履歴情報遡及システム（トレーサビリティ）確立への取組、さらには、農林水産業に携わ

る生産者はもちろん、消費者向けの情報発信についても、ニーズの的確な把握に基づく利用価

値の高いコンテンツの充実を図り、生産者と消費者の情報交換の場をＩＴにより提供し、交流を通

じた相互理解を推進する事が重要であると考えています。 
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【施策の展開】 
＜情報受発信の充実＞ 

○ 生産者と消費者の相互理解を深めるため、平成１２年度にホームページ上に開設した「い

いともあいち情報広場」でＷｅｂでの情報発信を充実させ、県農林水産業並びに県産品、望

ましい食生活等に関心を持つ県民の幅広い交流を支援します。 

○ 新農畜水産物流通情報システムにより収集した農産物市況状況をＷｅｂページなどを通じ

て広範囲に提供します。 

○ 病害虫発生予察情報の配信（平成１１年度にファクシミリにより開始、１２年度からはイン

ターネットも利用）サービスである「あいち病害虫情報」の充実を図ります。 

○ 全国農業改良普及協会が主催する普及情報ネットワーク（インターネット上）を活用し、全

国規模の情報収集を行うとともに、愛知県の電子掲示板、データベースの情報蓄積量を増

加させて、農業者への情報提供を充実させます。 

○ 森林情報総合管理システムを構築し、森林の持つ機能に応じた適切な施業や林業経営

の合理化を推進するためにの施業履歴、伐採計画等の情報や、森林を林業体験の場や環

境教育の場、里山保全活動の場等として求める県民などへ情報を提供します。 

○ 平成８年度から構築が進められている、魚種ごとに決められた漁獲量を超えることのない

ようにする漁獲情報を把握するためのネットワークについて、利活用の一層の充実を図りま

す。 

 
＜ＩＴ活用への支援＞ 

○ 野菜の施設栽培においてより生産性を高めるため、制御技術など栽培の自動化と作業マ

ニュアルの確立をめざします。 

○ 現在、各畜産団体毎に保有する家畜の個体情報を相互に利用し、疾病家畜の迅速な追

跡調査、効率的な家畜の能力の改良等を可能とする全国統一の家畜個体情報管理システ

ムを構築することにより、的確な家畜の防疫対策とトレーサビリティができる体制を確立し、

安心・安全な畜産物の供給を推進します。 

○ 木材流通コストの低減を図るため、木材取引の入札システムの活用を支援します。 

○ 水産物を産地から消費地へ安定して供給するための流通体制の強化充実のため、情報

システムの効率的な運用の支援を行います。 

 
＜ＩＴ基盤・情報システム等の整備＞ 

○ 農村地域におけるＩＴ化を図るため、農村振興総合整備事業、農村振興地域情報基盤整

備事業を活用します。 

○ 平成１２年度に水産試験場における効率的な情報の収集、分析と情報発信を行う水産情

報システムの運用が開始されたことに伴い、試験研究の高度化、多様化への対応や、漁業

者、漁協、一般県民などへの迅速な情報提供を推進するため、伊勢湾・三河湾・渥美外海

の海況自動観測ブイシステムの整備について検討を進めるなど、水産試験場の総合的な

情報センターとしての機能強化を図ります。 
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【農村地域のＩＴ化のイメージ図】 

 農村地域のIT化イメージ
（農村振興地域情報基盤整備事業）

情報センター

管理用

サーバー

土地改良区農協

役場

ビニール
ハウス

管理用

サーバー

学校

公共施設

農業用
水利施設

集落排水
施設

営農情報 農地情報

行政情報

教育情報

公共施設情報

農業用水情報

施設監視情報

映像情報（栽培風景）

ネットワーク・ケーブル

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【情報システム［水産業］のイメージ図 （海況自動観測ブイシステムの整備・活用）】 

 
 
 
漁業者・漁協・一般県民 
・水試ニュース、 
・のり養殖情報、 
・ｼﾗｽ・ｲｶﾅｺﾞ漁海況速報等 

 ネットあいち  
ホームページ、ＦＡＸ 
による情報発信 

 水産情報システム  
データの集計、 
解析と各種 
情報の作成 

 海況自動観測ブイシステム  
伊勢湾・三河湾・渥美外海において、水温、

塩分等各種水質データの経時観測 
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【スケジュール】 

項  目 13 年度 14 年度 15 年度 16 年度 17 年度 
 
情報提供の充実 
個別分野のＩＴ活用推進 

     

ＩＴ基盤の整備 

     

海況自動観測ブイシステ

ムの整備 

     

ニーズに応じた情報発信、ＩＴ活用支援 

地域ニーズの把握、補助事業の計画・実施 

基本構想・基本計画    開発・運用に向けた取組 
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